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鳥羽市長 小竹 篤 様 

 

 

鳥羽市総合計画審議会 

会 長 池山 敦  

 

 

第六次鳥羽市総合計画「後期基本計画」の策定及び「第２期鳥羽市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」の評価について（答申） 

 

 

令和７年１０月６日付け貴職の諮問について、下記および別添のとおり答申する。 

本計画の推進及び後期基本計画の策定にあたっては、国・県等の関係機関との協議

を踏まえたうえで、本市の将来像である「誰もがキラめく鳥羽 海の恵みがつなぐ鳥

羽」の実現に向け、実効性のある取り組みの展開に十分配慮されることを要望する。 

 

 

記 

 

 

 ○ 第六次鳥羽市総合計画における後期基本計画について、別添とおり素案をまと

めた。貴市におかれては、本審議会の素案について、引き続き庁内での議論を深

めるとともに、国・県等の関係機関との協議を踏まえて、計画の策定を進められ

たい。 

 

 ○ 「第２期鳥羽市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の評価については、別添の

とおり評価をした。貴市におかれては、本審議会の評価を踏まえて、引き続き、

事業推進の参考とされたい。 

 

 

以上 

  

案 資料２ 



 

 

 

（別添１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総合計画の素案 



 

 

 

（別添２） 

 

第２期鳥羽市まち・ひと・しごと総合創生戦略の進展度評価について 

 

項目 評価 評価内容 

１．働く場の

創出・人材育

成 
B 

 目標指標の達成度合いや企業・教育機関との連携進展は評価できる

一方で、新規就農・就漁、起業・事業承継の実績が低調であることか

ら、評価は「B」とする。 

 今後は、漁業と観光の連携をさらに促進しつつ、積極的な企業誘致

による新たな雇用の場創出、地域資源を活かした新商品開発、アフタ

ーフォローの丁寧な実施が求められる。また、高等教育機関との連携

強化が必要である。 

２．新しいひ

との流れ・ひ

との交流 
C 

 移住・定住促進と転出超過数の改善は成果として評価できるが、交

流人口の回復遅れから評価は「C」とする。 

 課題として、外国人観光客への多言語・キャッシュレス対応の遅れ、

二地域居住やサテライトオフィス誘致の弱さ、および空き家活用以前

の現実的な課題がある。今後は、クルーズ船等に着目した誘客戦略の

策定、鳥羽駅周辺エリアの活性化、そして観光と教育の融合による地

域ブランドの構築など、観光戦略の抜本的な強化に取り組まれたい。 

３．誰もが活

躍できるまち B 

 市民の就労割合向上や NPO団体数の維持、特に中央公園のリノベー

ションによる利用者数の増加と市民活動の活性化がみられることか

ら評価は「B」とする。 

 一方で、市民活動を促すインセンティブ設計が不十分であること

や、幅広い企業誘致の必要性が増してることを踏まえて、既存施策の

方向性について検討するとともに、仕事と子育て・介護の両立支援の

強化、若者・女性の社会参画を促す教育機会の提供について取り組ま

れたい。 

４．地域経営

の 視 点 に 立

ち、時代に合

ったまちづく

り、安心した

暮らしの確保 

C 

 市民アンケートが低調であることや公共施設・空き家対策の進捗の

遅れから評価は「C」とする。 

 市民からは、ゴミ袋・水道料金の高さや娯楽・買物施設の不足が指

摘されている。防災面では、住民の意識の低さと ICT対応の遅れが課

題である。今後は、沿岸部のインフラ整備、帰宅困難者対策の強化、

地域資源を活かした健康・観光地づくり、デジタル技術活用を進めら

れたい。 

５．連携施策

等 C 

 伊勢志摩定住自立圏を通じた広域連携は評価できるものの、公共交

通の目標未達により評価は「C」とする。 

 強靭化の観点から、海に面した特性から佐田浜港や駅周辺エリアの

災害に強い整備を計画に位置づけることが急務である。また、大学・

企業との連携は部分的に留まっており、民間事業者との協働や教育機

関との連携による地域課題への学術的アプローチが求められる。 

 


